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プロダク ト･サ イクル論 と対外直濠投資

- R.ヴァーノンの理論を中心に-

藤 原 貞 雄

戦後の国際投資と国際貿易の発異の主とした担い手がアメl)カ資本主義であ

ったことを考えれば,アメ1)カでそうした経済活動の発展,変化を解明しよう

とする理論的努力が続けられてきたことは,いわば当然のことである｡こうし

た理論化の試み .̀ま50年代末葉のヨーロッ/くの経済統合の実乳 ドル危機の発現

とともに急 ピッチに展開してきたといってよい｡その試みは世界貿易のパター

ンの決定田の究明の分野におこった｡ とくに工業製品貿易におけるアメリカの

他の先進諸国に対する優位性は何によって発生 し,維持されているのかの究明

に非常な努力が傾けられてきた｡その出発点になったのがW･レオンチェフの

レオンチェフ遊説 LeontlefParadoxであることは誰 もが認ゆるところである｡

レオンチェフの議論が1930年代に定立された1つの伝統的理論である-クシヤ

ー ･オ 1)-/定理 Hecksher･OhllnTheoren1-の逆説であったことが この

分野の埋静化の情熱を昂めたO他見 アメ1)カの最近20年余 りの国際直接投資

活動の急速な増大はこの分野における理論化をも要求している｡しかしながら,

国際投資の分野での理論化は貿易理論の分野と比較 しても非常に遅れていると

いってよいo現実の展開が余 りにも急速であるために,事態のフォT=-と現実

に圧倒 された政策提言の域をこえていないと言って過言ではなかろう｡ふ りか

えれば,近代経済学はこの分野には トラソスファー ･メカニズム諭しか持 って

なかったのである｡そして今 日の事態は トラ ソスファー理論では到底捕捉でき

ない領域でおこっているのである｡

わたし達は近代経済学の最近の国際投資論の分野での理論化の試みについて

考察し,それらの理論の特徴を分析し,それらが持つ実践的意味合い,すなわ
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ち今 日の対外経済政策の基艇理論- 当然なが ら,それはアメ1))J資本主義の

理論であろ う- としての性格を明らかにする必要があると考えるO もちろん,

そ うした作業は彼 らの理論の資料 たる現実 に同様にわたし達 も接近 しているこ

とを前提せざるを得 ないO本稿では R ヴァーノン教授の所説を とりあげ るO

その理由は彼の理論的主張がアメリカにおいて 1つの派 を形成 し, さらに政策

的提言が官庁,財界筋で有力な意見,提言 として採用されようとしているから

である｡ しかし,本稿の対象はヴァーノソの国際投資論 の理論的側面 に限 られ,

その目的は彼の理論の特徴を明らかにすることである｡

Ⅰ ヴ 7-ノンのプ ロダ ク ト･サイクル論

(1) プロダク ト･サイクル論- S ヒルシ1の場合

ヴァーノンの理論 (彼自身は仮説 hypothesISといっている)はプロダク ト･サイ

クル論 と特徴づけられている｡事実,彼のこの分野での代表的論文は1966年 に

発表 された "InternatlOnaH nvestmentandIntematlOnalTradeln ThePro-

ductCycle"i)であるO しか し ヴァ-ノンを プロダク ト･サイクル論 の創始者

あるいは代表者 とす ることも, また彼の埋静をプpダク ト･サイクル論 として

だけ特徴づけることも妥当ではない｡-G.C - フバ ク7-は近代貿易理論の一

覧表をつ くり,埋論構造 によって諸理論を 7橿塀に分析 し, それぞれの主唱者,

その理論に基づ く場 合の一国の製造品輸出に関する特徴等を あげているが2),

彼は6番 目にプ[ダクト･サ イクル論 をあげ, その主唱に S ヒルシュ, ヴァ

1) RaymondVernon,"InternatlOnalInvestmentandlntematlOnalTradelnTheProduct
Cycle'',QuarEerも,Journalofk o7W仇IC∫LXXX,No2,May,1966(以下 R VeTnOn〔1〕
と略)｡

2) G C Hufbauer,"TheImpactofNationalCharactensllCS& TeclmologyontheCom-
mod】tyComposltlOnOfTrad_eln MaIlufacturedGoods",m The TechZWZom Facter
inIntemat10naZTra(お.edbyR Vernen,1970,pp1451150参照｡-フ/､ワ′-が列挙す
る譜理論は 1 要素比率説 (-クシャー,オリーン).2 人間技憶説 (レオソチェ7,バグワッ
ティ.クレヴイス,キージング等),3.親襖03経済説 くオリーン, ドT/-ソ,-7-ウア一,千
ーンソグ),4 生産段階説 (輸入代替学沢),5 技術格差説 (ヴァーノソ,千- ノ-/グ,ボスナ
-,クレウイス),6 プT]ダクト サイクル説 (ヒルソ1,プアー//,ウェルズ, ソユトJ1-ウ
フ),7 選好類似説 (1)/ダー)である｡
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Iノノ,L T.ウェルズ,R B.シュ トポウフを含め, さらにヴァーノンを5

番 目の技術格差論 Teclm ologicalgap theory にも含めている3'｡ 技術格差諭

は プpタク ト･サイクル論の分野 に吸収 し得 る0)で,まず, プロタク ト･サイ

クル論 として, ヒル シ ュとヴ ァ-ノ/をとりあげるだけで本稿の限定 された課

題からは十分であろう｡

ヒル シlは図 Ⅰのようなカ 国 1 プロタクト.サイクル ･カーフ

-フを措いたが,それは S ク

ズ ネッツの実証研究 からヒン

トを得た もので あ る4)O 資本

主義的商品年産は社会的分業

の環を拡大 し,消費者の欲望

を,生産的消費,個人的消費
ll$1;口

を問わず拡大す るか ら,ある 出所) S HlrSh,LocatwnQfI,uiusl,ya,d Z"le,一

商品は研究,開発 された新商
natwnaZCoTnPetuiUeneS∫,1967,p 17

品 new productとして市場 を流通す る段階 (新生期)か ら,次に大量生産,大

量販売 され る段階 (成長期)を経過 して,やがて需要がかつての伸長をみせず生

産技術 も標準化 される段階 (成熟期)に至 り,そして完全 な代替製品 (新製品)が

現われ るならは,やがて生産は停止 され市場か ら姿 を消 し,次の新製品のサイ

クルが開始 され る｡ ヒル シ1は各段糟 の特徴を 5つの標識か らまとめた表 1を

示 している｡ ヒルシュのプロタク ト.サイクル論は 3国 ･3財 ･5要素モデル

といわれるもので, プロダク ト･サイ クルの3つの段階を発展段階を異にする

3つのタイプの国に連関 させ ることにより, 3国が 3財 の生産に各々比較優位

3) 建元正弘教授はレオ/チェフ以降の貿易理論を同様に11種薫削こ分簸し.プロタクト.サイクル
論を技術筒差論に含めている｡建7C正弘,貿易理論の新展開,小島清,松永寡夫緬 ｢世界経済と
貿易政策｣1972年,48-63ページ参照O

4〕 SeevHlrSh,LocatwnofZndzEStTツandbzLemafゐnatCoナナ砂etW血′eness,1967,p16,et.
seqSlmOnKuzunels,Fk-OnOmZCCゐange,1953 特に第9論文 ''RetardatlOnOflndustrlal

Growth"からヒルシュはヒ,/トを得ているDクズネッツは座業を問題にしたのに対してと/L,ン

Lは製品を問題にしている.ただしクスネッツの統計の系列は製品である｡
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表 1 プロダクト･サイクルの特敏

出所) S TilTRh,q♪ czt,p 23

蓑 2 プロタクト･サイクルにおける要素費用と比較優位
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6) 比 較 優 位

出所) S Hlr机 壬bid,p.35_国2より作艶

を持つ ことを論証 しようとす るものであるO ヒルシュは蓑 2に示すように, 5

種類の生産要素,すなわち資本,未熟練労働,経営管理能力,科学者および技

術者,外部経済 を抽 出し,次 に∃韓済的発展段階 を異 にす る3種類 の国を抽出す

るo第 1はアメ1)カのように経済的に最 も進んだ先導的工業国(A),第 2はオラ
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ソダ,スイス, イスラエルのように原材料 に乏し く貿易依存度 の高い先進EEuD),

第 3はイソ ド,香港, トル コのように工業化の最初の段階を経過 した低開発国

(I,)である0 5つの生産要素は軌 D),(IJ)の3国に異なった比率で抗存 して由 り,

それを相対価格で表現すれば表 2の中央欄のようになるとヒルシュは考 える｡

次にプ1=ダク ト･サイ クルの 図2 製品の段階と輸出入変化
ア メ リ カ

各段階の製品は表 1の特徴を

持つから, 5つの生産要素の

相対-的重要度は異なり.それ

を要素投入度で表現すれば, 60

右欄のようになり,したがっ

て,(A),(D),(L)の3国は自国 D

の相対価格の低い生産要素と
140

それらの投入度の大きい製品 12｡

を組み合わせることが可能で 100

ある｡すなわち比較優位を確

定できるとヒルシュは考え

る｡(如国は成長期の製品に,

(D)国は新生期の製品に.(IJ)国

は成熟期の製品に比較優位を 140

持つというのか役の結論に他

ならない6)｡ BO
(ll) ヴ -,- ノンの場合 60

40

プロダク ト･サ イクル論 の 20
核心は個 々の工業製品に上述0
の3つの段階を検出し,各段

階の要素投入度に応 じて生産

5) S HlrSh oj･cu,pp 34-41

ト ート い

rPl所) R Vernon｢11,T)199
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の最適立地を3つの国のいずれかに確定することであり, この点はヴァーノン

もヒルシュも同様であるo Lかし,両者o)間には,内容的にも結論的にも大き

な差があると言える｡

図 2は彼の理論の骨組みを簡明に物語っているD同国は後の彼の論文では第

2次世界大戦前の貿易のパタ ンを示したものであり,基本的パター ンは大戦

後 もひきつがれていると説明されている6)｡ この図が どのような資料と統計方

法によって作製されたものかについてヴァーノンは説明を行っていないので少

なからず疑問が残 るのであるが,彼の論旨はこの図によって明快である｡横軸

にある製品の一生がおかれ,新製品,成熟製品,標準製品の段階が等間隔に分

けられている｡縦軸にはその製品の生産高と消費高がおかれ,時の経過 と共に

両者の差額が輸出高あるいは輸入高となってあらわれる.製品はまずアメ1)カ

で生産が開始され,急速に新製品の段階から成熟製品の段階に達するDこの2

つの段階において7メリカは膨大な輸出を行 うD標準製品のある時期に達する

と,7メリカの消費量の増加は,国内生産J:りも他の先進国さらには低開発国

からの輸入に依存するようになる｡他の先進諸国においては,生産はアメリカ

よりも遅れ,新製品の段階の初期に開始される｡消費の増加はこの段階ではア

メリカよりも遅いが成熟製品の段階では急速に成長する.生産はi票準製品の段

階の初期に消費をこえ輸出が開始される｡アメリカが輸入に転換する以前に他

oj先進諸国が輸出に転じるのは,低開発諸国へ輸出を行うからである.低開発

諸国においては消費は新製品の段階の早い時期に生ずるが.除々にしか増加せ

ず,全てが輸入によってまかなわれ,成熟製品の後半期にようや く生産が開始

され,生産が急速に増大するのは標準萎廷品の段階であるが消費に追いつかず,

この段階の後期にようや く輸出が可能になるOこのように同一製品のプロダク

ト･サイクルを3つの国に連関させてみると国際的に伝播することが明らかに

なる｡

6) R Vemon,"TheEcollOmlCConsequencesofU S ForelgnDlreCtInvestment",1971.
1nTheEco710mWandPolltZCalConsequencesOfMultLTtatLOnalEnterqtse AnAntho-
logy,by良 VerLIOn.1972,pp52-54
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以上がヴT-ノ1/のプロダクト･サイクル論の枠組みであるが,グγ-ノン

の理論は各段階の製品が もつ消費と生産の特徴,すなわちそれらを規定する国

内市場の性格,種々の生産要素の既存分布から生産設備の最適立地を,新製品

の段階をアメ1)カに,成熟製品の段階を他の先進諸国に,標準製品の段階を低

開発諸国に確定することである｡種々の工業製品のプロダクト･サイクル上の

段階的位置づけを行 うことが可能であれば,それらを新製品,成熟製品,標準

製品に分頬 して生産立地を国際的な最適条件に組み合せることも当然可能であ

るOしかし,ここでグ7.-ノンはヒルシュとは明らかに異なった結論を得てい

る｡ヒルシュの論理ではある製品のプpダクト･サイクルはP)のク､ル-プから

(句のグループの諸国-伝播して行 く7)のに対し, ヴァ-ノンは アメリカから他

の先進諸国へ伝播して行 く論理をとっているoさらに, ヒルシiとの相異はこ

の点にとどまるものでもない｡むしろこの点での相異は大して重要なものでは

ないO以~卜簡単にグァ-ノンの主張を要約してみよう.

A)新製品の段階 どのような性格をもつ商品がどのような条件に規定さ

れて,アメリカにおいて新製品として市場に投げこまれるのかOヴ7-ノγは

次のように述べている｡ どこの先進国の企業 も各国間では科学的知識への接近

や科学的原理を理解する能力という点ではきわだった格差はないと仮定する｡

しかし, こうした原理への平等な接近 ということと, それを市場性 のある製

品へ具体化するということとは別 ものである｡企業化の機会に誰 もが平等に気

がついたり反応するものではなく. それはコミュ ニ ケ ー シ ョ ソの容易さ (地理

的に近いこと)に依る｡新製品が導入されるであろう市場に位置する生産者が他

の生産者よりもその可能性に気づきやすい｡このことは知識-情報が普遍的な

自由商品 unlVerSalfreegoodでないためであるo'O ではアメリカ市場はどの

ような機会を提供するのか｡ ｢アメリカの企業家は高い所得水準あるいは高い

単位労働費用にともなう新しい欲望を満足する機会に気づ くO｣9)なぜならアメ

7) S HlrSh,op cd,p 40Flgure3参風⊃
8) 良 Veェ⊥TOll〔1〕pp 191-2
9) Iaid,p 193_
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リカFh場は他のどのような市場よりも高い所得水準をもつ消費者から成ってい

るし,実際全ての他の市場と比較しても高い単位労働費用と相対的に豊かな質

本によ-,て特徴づけられるからである10)o 製品需要の存在に対する確信と先発

企業が得る独占的獲物-の野心がアメ1)カ企業家による最初の投資を理由づけ

る｡ヴァ-ノンが明らかにここでアメリカの消費者,市場構造の特徴から新製

品の性格とサイクルの開始を理由づけていることに注目すべきであろう｡その

場合,新製品の研究 ･開発に不可欠な生産要素がアメリカに豊富に賦存してい

ることを前提としていると考えるべきである｡

ヴァ-ノンは新製品の生産立地がアメリカにおかれる理由をさらに述べてい

る｡新製品を最初にアメリカ市場におくり出すのがアメリカの生産者 としても,

彼 らの生産施設がアメリカに立地する必然性の証明とはならない｡最小費用を

計算するとして,アメリカ外での生産 とそこからアメリカへの輸送の最 も低い

費用がアメリカ国内でのそれを下まわることは可能だからである｡さらに現巽

にアメリカのほとんどの大企業がアメリカの外部に 1つあるいはそれ以上の生

産設備を有していることを考慮すればなおさらであるo Lかし,新製品C')最適

立地は輸送費や労働費用o)計算といった ｢比較費用分析からコミュニケーショ

ンや外部経済の項目に該当する分野を迂回しなければな らない｣11)として,ヴ

ァーノンは新製品の段階に特有な生産上の困難をあげている｡新製品は,しば

らくの聞きわめて非標準的であることもその1つであるoLたがって ｢市場と

新製品に直接関係している幹部とのコミーニケ-シ｡ンが敏速,容易な,また

生産単位の必要によって稜々のタイプの投入量が容易に手に入る立地を要求す

る傾向 l12)が単純な要素費用+輸送費の考慮をはるかにこえて生産立地を アメ

1)カに求めさせるのだとしているo

B)成熟製品の段階 生産が増大するにつれて一定程度の製品の標準化が

おきる｡もちろん, このことは製品差別化の努力を否定するものでないが,何

10) )bid,p 192.
ll) Ibzd,p 194
12) Zbid,pp_19516
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らかの標準的商品があらわれるのが典型的であるo こうした標準化は人量生産

による規模の経済の達成を技術的に可能にする｡そして生産費用に対する関心

が製品の性質に対する関心にとってかわるOつまり成熟製品の段階に達する.

そうすると ｢製品が,需要の所得弾力性が高いか,あるいは高い労働費用に対

して十分な代替品であるとすれば,需要はやがて相対的に進んだ諸国,たとえ

ば西 ヨー1=ッパで急速に成長するだろう｡｣13)したがって, まずアメ1)カの企業

家は現地に生産施設を建設すべきかどうかという選択に直面するとヴァ-ノン

は述べる｡｢(アメリカでの)限界生産費用+アメリカからの製品輸送費用が輸入

市場での予想される生産の平均費用 よりも低けれは, アメリカの生産者は投資

を避ける二万を選ぶであろうoJIJ)逆の場合は逆である｡ これが選択の基準原理で

あるD この計算は当該生産者の投資市場での生産費用を計画する能力によって

決まるが,成熟製品の段階においては ｢アメリカの生産設備と他の先進諸国の

生産設備を比較する時,2着の問の明らかな生産費用の較差は,普通は規模の

較差および労働費用の較差｣15)であり, 一般的に ｢もし生産者が規模の経済を

完全に利用 し尽 しているならば,いかなる2つの立地間の基本的較差 も労働費

用であろう｣1のと結論 している｡ したがって, ′メリカの生産者は他cr)先進諸

国に生産上地を移行するという錯論が引-き出される｡ なぜならば労働費用はア

メリカの方が高いか らである16-｡ 労働費用較差が輸送費用を相殺する程に大 き

ければ, これら海外のアメリカの生産者の手によるアメリカ-の逝輸出が 1つ

の可能性 となることをヴァーノンは指摘 している17)｡

C)標準製品の段階 標準製品の段階- すでに7 メ1)カ国内での生産は

下降曲線を両 く程 にまですすんでいる- の最適if:的として比較優位を得 るの

13) Zbld.p 197

14) ZbZd.p 197
15) Zbzd,p 198
16) もし労働生産性が7}リカにおいて高ければ単位労働費用は7ノリカにおいて低くなりうる.

ヴァーノンはM KrelnCT)論文 "TheLeontlefScarce-FactorParadox.HTheAmerLCan

EeonomzcRevmu LV (Mar.1965)の結論を援用してアメリカの単位労働費用が高いことを
示唆しているolbld,p 198

17) 1bzd,pp 198-200



36 (306) 第 111巻 筋 4号

は低開発諸国であるとされるlA)D ヴァ-ノンは理由の第 1番に標準製品は輸出

は容易に接近できる国際市場を持 っており,そこでは標準製品は価格ベースで

取引きされると仮定できれば ｢こうした製品は低開発諸国に市襖情報の問題を

非常にきびしく投げかけることはないだろうC｣19)さらに標準製品の生産者が外

国投資家である場合.彼らは市場情報に精通しているはずであるから特に有利

である｡標準製品は未熟練労働への依存度が高いが,低開発国立地は豊富廉価

な未熟練労働が得られることが大きな魅力である｡他方で低開発諸国の外部経

済の効率が極めて悪いことが標準製品の生産に特化せざるを得ない条件ともな

っている｡したがって,低開発国から輸出される標準製品の条件は第 1に低費

用の労働が多量に投入されること,第 2に需要の価格弾力性が高いこと,第3

に外部経済への依存度が小さいこと,第 4に遠隔地生産が障害にならないこと

等である2D)D こうした条件に合致する製品として,標準化された級維製品,ち

らに粗鋼,簡単な肥料,新聞用紙などをヴァ-ノンはあげている21'｡

ヒル シュとヴァーノソのプロダクト･サイクル静の決定的相異はヒルシュが

貿易理_諭の範Egにそれを限定 したのに対 し,グァ-ノ-/は3つのタイプの国の

- ヒルシュのそれとは異なるが- の有する比較優位製品の決定にはヒルシ

ュとはぼ同様な方法- 結論~は異なる- を才来った上で,国際投資論の範囲に

までそjtを拡張し,むしろ重心を後者においていることである｡ ヒルシュの理

論が母国イスラ丁ルの貿易政策の策定理論から出発 した小国的発想であるとす

れば, ヴァーノソのそれは国際間を自由に移動する巨大企業の最適立地の策定

を目標 とする全きアメリカ的発想と特徴づけることができるだろう｡ もっとも,

ヒルシュは国際投資の役割を全 く無視しているわけではない｡ ｢小国は特に自

国に国際企業が存在することによって利益を受ける｡小国の国内市場は,経済

18) 1bLd,p_202

19) Zbid,pp 202-3
20) 1biEL.pp 203-4

21) Ibzd,p.204.
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的および科学的資源 と同様にしばしば小さすぎるた桝 こ先導的産業を最適規模

ですすめることが前節でみたように不可能である｡多国籍企業はそうした産業

が乏しい資源を他国から補供 し,小規模の不利益を克服することを可能にする

だろう｣zZ)とヒルシュは述べている｡ 彼の場合･, 国際投資は自国の企業が多国

籍企業化することか,あるいは自国に立地する既存の外国の多国籍企業に参加

することによって,小規模の不利益を克服 し,市場情報,技術,諸々の財の入

手を可能にし.国際競争に生 き残 る手段 として位置づけられてお り23), その取

扱いはヴァ-ノソに比較すれば副次的であるといえようo

II プロダク ト･サイクル論の評価

- 小島清教授の評価を中心に一

日本ではヴァー/ソをプロダク ト･サイクル論の主唱者としながらも, ヴ7･

-ノンの理論を直接に評価する試みよりも,むしろヒルシL, ウェルズと同列

にヴァ-ノンを取扱 う傾向が強い.決 して同列視できないことは明らかである

が,本節ではプT=ダクト･サイクル論 に対するわが国の評価を検討する｡ もち

ろん,彼 らの理論に関して積極的に言及,評価を行 っているのは近代経済学者

であり,マルクス経済学者の十分な評価はいまだないo

先に触れた請理論の批判的摂取 に努めている代表的な研究者は小島教授であ

ろう｡小島教授はプロダクト･サイクル諭を含めて,最近の諸理論を ｢国際貿

易の新理論｣と総称 して, これらは要素至拭存比率論 に代表されるようなイ云銃的

理論 と比較すると次の4つの件数を持 っていると指摘しているO第 1のI特徴は

｢新理論が新製El](new products)を対象とするモデルであるのに対し,伝統的

理論は標準化された普遍的商品を対象 としていることである｡｣24〕第 2の特徴は

｢新理論は需要志向的 (demandorlenLed)性格が強いのに,伝統的理論は供給

22) S ITTrfJl,Of･I:lL p 127
23) 1bzd,p 130 ヒルシlは外国籍企業化を避けたために世界市場におけるボンソヨ/を低下さ

せた産業の例としてスイス時計産業をあげ.小国のいましめとしている｡pD 128-9.参陥｡
24) 小島清,世界貿易のパタ-ソと再蘇成,前出｢世界経済と貿易政策｣ (以下小島清 〔1〕)66べ

一 丁ノ｡
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志向的 (supplyoriented)性格であるという相違が見出せる｣25)ことである｡第 3

の特徴は ｢新理論は ミクロ経済学つまり企業の行動理論であるのに,伝統的理

論はマクロの一般均衡理論であるという性格の相違が見出せる｣26)ことである0

第 A=の特徴は ｢伝統的国際分業論は生産菓索の国際的移動を排除 したうえでの

完全凝争を前掛 こおいているO-)に,新理論は生産要素の国際的移動 も含めた独

占的ないし寡占的競争を前提している｣郡)ことで あ る｡ 伝統的理論の見地に立

つ小島教授は新理論の第 1,第 2,第 3の特徴について批判的であ り.第 4の

特徴についても,生産要素の国際間移動,寡占的競争 という事態を承認した上

で,伝統的理論の見地から理論化を試みている28㌔ 素魚じて,新理論が論証 しよ

うとしている事態は伝統的理論の用具で十分に説明され得 ることを主張 してい

るようである｡

このような立場から小島教授はプロダクト･サイクル論 について次のような

批判を展開している｡第 1の批判点は研究開発活動,経営管理能九 未熟練労

働,外部経済 . マーケッテ ィング能力といった生産要素の賦存比率 とプロダク

ト サイクルの各段階の製品の特徴- 生産要素の投入度 に表現 される-

とが対応 して最適立地が決まる,あるいは生産立地を所与 とすれば生産すべき

比較優位製品が決まるとい う論理構成に向けられている｡ こうした論理で ｢説

明変数を増せば増すほど,過去の現象についての解明力は豊かになる｡だが,

そうすればする程,理論の価値は損われ,将来-の予見力は失われ る｣2㌔ これ

に対 して小島教授は研究開発活動 ･経営管理能九 熟練労働,マ-ケッティ-/

グ能力といった生産要素を広義の資本と解釈 し,資本価憎を計算し物的資本に

合計し,単純 な労働時間と対比 して総資本労働比率を求軌 伝統的要素比率U)

25) 同上書,67ペ-ン｡
26) 同上書,69ぺ-ソ｡
27) 同上害,70ページ｡
28) 小島情,海外直接投資の新理論- アメリカ型と日本型- ,｢一棟論叢｣第65巻第6号,1971

年6月,(以下小島滑 〔3〕と略),密漁,
29) 小島清,輸入代替･輸出化成功の条件- プFlダクト･サイクル論の批判と展開- ｢一橋論

叢｣鮮63巻舘3号,1970年 3月,(以下小島漕 〔2〕と略),295ページ｡
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枠組内で比較優位を決定する論理 を主張 している90㌔

第 2の批判点は ｢新理論｣の第 3の特徴づけとも関連 しているが, プロダク

ト･サイクル論 の ｢1財だけに視野を限 り, どこでよりやす く生産できるかを

判断 しようとす る立地論的立場｣31)に向けられ てい る｡ ヴ7-ノンは製品が成

熟製品の段階になると生産地が他 の先進諸国に移行する理由を,他の先進諸国

の単位労働費用 の低 さに求め,輸送費 <労働費用較差なら. アメリカへの逆輸

州が可能であるとしたことに触れたが,小島教授は この点について, これは一

見妥当のようであるが, プロダク ト サイクル論の ｢陥穴｣ であるとし,次の

ようにその理由を展開している｡

いま新製品Yの生産函数がA,B両国で共通になり (というのは両国で標準化がす

すんでいるから- 引用者), このY財だけなとり上げて考えれば,低賃金のB国が

A国よりも賃金コス ト分だけ低廉に生産できるようになったとしてち,それだけでY

朗がB国の比較優位品になり,B国からA国へ輸出されるとは直ちに断言できない｡

両国で共通にな?たY財の生産函数が,従来からのB国の輸出品Ⅹ財にくらぺ,依然

として資本集約的であるならば,高賃金のA国はY財,低賃金のB国はⅩ財に依然と

して比較優位をもち続けるはずである32㌔

したが って, プロダク ト･サイ クル論は ｢他財 との関連を考慮 にいれない ミ

ク.=的部分均衡論的接近｣38)であ り ｢国際分･業論 とはいえない｣34'とい う批判を

受けざるを得ないとしているO

第 3の批判点はプロダク ト サイクル論 の実証素材 となった製品に向けられ

ている｡ 合成物質の諸鹿田BIJ品 目 (-フパウアー)35), 電子工業産業, 合成結晶産

莱 (ヒノしンユ),各種耐久消費財産業 (ウェルス)とい った ｢花形商品の分析 とい

うものは, 果 してそれ程重要なのであろうか と疑 ってみ るべ き｣36)であるとし

30) 同上論文,295-6ペー ジ｡

31) 同上論文,297ページD

32) 同上論文,297ページ｡
33) 同上論文,297ペ-ノ.
34) 小島1苦 し1｣.69ぺ-クD
35) 小島教授は-フ-ウ7-の理論をプロダクト･サイク/レ論としているが.彼の理論はやはり技

術格差論,規模の経済論として砺扱うべきであろう.
36) 小島盾 [2〕,298-9ページ｡
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ている｡世界貿易に占めるこれら花形商品の割合は案外小さく, これらの貿易

は先進工業国内に限 られていることを考えれば,別の理論で解明されるべき対

象かもしれないし,世界貿易o)大部分は伝統的要素賦存比率論で解明されるだ

ろうと主張 している97)O

谷 口重吉教授は ｢新理論のほとんどすべてがカ リ--/(0王lllIl,B)の貿易理論

においてすでに取 り上げられていることである｣38)という見解に立 っている｡

この点では,小島教授が新理論の分析用具は伝統的要素比率論の範困内のもの

とする点で共通 しているといえよう39)o Lかし,プロダク ト･サイクル論の評

価については両者の闇にかなりの差があるO谷 口教授の見解は次のようであるO

新理論は戦後の垣期間に急増殖し, 分裂状態にあるが ｢貿易サイクル理論40'は

こうい う新理論のすべてを包括するフレーム ･ワークを提供 し,分裂状態にあ

った個 々の新理論にそれぞれ適当な位 置 を与 え て,新理論全体 として統一あ

る体系にまで組織･L･L･統合する (IntegfatlOnOfNew TheorleS)原理 となってい

る｣41)と極めて高い位置を与えている｡たとえば, ｢技術格差論｣(ボスナ--,辛

-ジンク等), ｢代表的需要理論｣(.)ソダー)は新製品の段階の分析に妥当し,

｢規模の経済論｣(-フバウア-,辛-ジソグ)は 3つの段階 (外部経済は新製品の

段階 内部経済は成熟製品,標準製品の段帽)の分析に妥当し,｢要素賦存比率論｣

(オリーン等)は標準製品の段階の分析に適しているとしてい る 嘘ノO

また両教授がプロダク ト･サイクル諭をヒルシlヤウ:ルズにしたがって,

貿易理論 の範囲で取扱い, ヴァーノンが国際投資諭の範囲にまで拡張 している

37) 同上論文.298べ-ジ｡
38) 谷口重吉.前出論文,14べ-ク｡
39) 谷口教授は｢新理論｣の範噂にSR リソダーの代表的需要理論以降の全ての理論を含めてい

るのに対して.小島教授の新理論はその中でも,今寺に研究開発要素論,技術格差論,プロダクト
･サイクル諭などを意識しているようである｡このことは両者の見解の共通性にとって支障とな
るものではない｡

40) 本稿では′､フパウ7-やヴァ-ノソにならってプ.lダクト･サイクル論と呼んでいるが.谷
口教授はウェルスにならって貿易サイクルtradecyeleとするのが最も妥当としている｡同上論
文5-6--ン0

41) 同｣二論文.13ページ｡
42) 同上論文.13-4べ-ノ｡
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点を無視していることも共通 していると言えよう43)a

lⅠⅠ プロダク ト･サイクル論とヴ ァーノンの理論の性格

(i) 両教授の評価について

小島教授の第 1の批判はヒル シiの3国 ･3財 15生産要素モデルのプtJダ

ク ト･サイクル論に向けられたものであるOこうしたモデルによる ｢比較優位

のパター ンの決定はきわめて慈恵的であ り. 論理_的厳密性を欠 く｣44)とし, こ

れにかわって,5つの生産要素の資本価値を計算して統一的な ｢資本K｣を求

め, ｢単純な労働時間L｣ と対比する伝統的要素既存比率論で解決する方法を

提起している｡伝統的要素賦存比率論 の方法自体の検討は措 くとして,次のよ

うな疑問が生じるO こうした生産要素を広義の資本の具体化された形態 と考え,

｢資本K｣で統一 したとしても説明変数を増加 したことには変 らず.- しか

もこうした生産要素はもっと増やすことが可能である- 小島教授の批判は自

らにはねかえることを避けられないのではないか｡ また臭 った形態で存在する

生産要素を資本価値に計算す る方法について小島教授は展開していないが,そ

の方法 もさまざまな視点から慈恵的 と批判を受ける可能性があるのではないか

ということであるO間恵は, これらの諸要素の相互規定性を無視 して生産要素

の相対価格に還元する方法 自体にある｡たとえば,資本の豊富さが科学技術上

の優位性に与える規定性はそれらの相対価格の高低によって切断 されてはなら

ないと考えるべきだろう｡ ヒル シ ュほ,新製品の段階での要素投入皮が科学技

節-大,資本-小を前提 し,科学技術の.相対価格-低位,資本の相対価格-中

位のイスラェルのような国から,それらの適であるアメリカのようなA国へプ

43) 小島教軌ま低開発国が一般的に資本不足あるいは資本費用が高くても直接投資によって,ノウ
･-ウ,資本設備,熟練単軌 経常管理解力がもたらされるならば.低開発国からの製品輸出は
可能だから｢貿易サイクルと資本移動との関連がもっと一般的に究明されなければならない｣
(小鳥唐 〔2〕,313-4ページ)とし,谷口教授も貿易サイクル論が賓大移動を全く無視している
のは一番問題であり｢将来,直接投資が大規模に行われるに至るならば,貿易の型も大きく変化
するであろうから.貿易サイクル理論によっては.貿易の型を十分に解明することは困難であろ
う｣ (前出,谷口論文15ページ)と述べている｡

44) 小鳥清 [2〕.296ページ,
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ロタクト･サイクルが伝播するとしたが,必ずしもそのような結論はできない｡

相対価格の関係がD国が科学技術上の優位を一義的に決定しないからである｡

これに対しヴァ-ノン のプロダクト･サイクル論はアメリカ市場の性格から新

製品の性格を規定し,市場情報-コミュニケーションの独占的性格 か らLlj発

するOその際,アメ.)カの科学技術上の優位を暗黙樫に前提することによって,

ヒルシーのプロダクト･サイクル論の難点を巧妙に避けているといえる｡

小島教授の第 2の批判はプロダクト･サイクル論は立地論的であり, ミクロ

的部分均衡論的接近であり,国際分業論ではないという点にあった.小島教授

のこの批判lはTF-鵠を待ていると思われるoLかし続いてヴ7-ノソの論述を引

用して,プロダクト･サイクル論の ｢碗穴｣を論証する方法は適当でないo小

島教授はヴァ-ノンの主張の前提を無視した論証をしているからである｡ヴァ

ーノンは製品が成熟段階にはいると標準化され,アメリカ,他の先進諸国のい

ずれにおいても規模の経済が同様に利用 し尽されると考えると,生産費用の較

差は労働費用の較差のみになり,この製品を生産するアメリカの生産者の生産

施設が他の先進諸国に移行し,彼の製品が両地間の輸送費<両地間の労働費用

較差であれば,アメリカ-逆輸出される可能性があるとしている｡つまり低賃

金のB国で生産し,A国へ輸出するA国の生産者のY財を問題にしているので

あるO2国 2励2要素モデルでは小島教授の主張するとおりであろうが. ヴァ

-ノンのプT,タクト･サイクル論はそうしたモデルを問題の次元としていない

の であって,役の場合は決して ｢陥穴｣ではないのである｡ この点で彼の理論

は小島教授の指摘されるとおり,まさに ｢企業の行動理論｣であり,国際分業

問題 となる場合にはそれはまず企業内国際分業であるOまたアメリカの巨大な

企業が国際分業原理によって行動しているのではないことも小島教授が後の論

文で認ht,る通 りである45㌔

第 3の批判は直接にはヒルシュや/､フバウ7-に向けられたものである.小

島教授の棺桶するとお り,彼 らの実証素材となったこれらの製品の世界貿易に

45〕 小鳥清 〔3〕,参僻｡
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占める比重は小さいであろうが,それらが市場に投込まれるまでに膨大な資本

と科学者,技術者が動員されねばならず, このことに伝統的,在栗的商品に比

較優位を持つこととは違 った意義をヒルシュにせよ-フ/くウ7-にせよ見出し

たことがむ しろ注 目されるべきであろう｡ ヴァ-ノンは理論の対象を高所得製

品あるいは労働代替的製品に限定 している｡そうした新製品がまずアメリカ市

場で流通し,強い競争力を保持 し,成熟製品の段階にいたり,7メリカ国内生

産者の競争力が失われることが予想される時には,ただちに他の先進諸国に生

産立地を移行 し,ア j1)カの生産者が常に廉価な生産要素を動員し,強い競争

力を保持し続けるという企業の仲界戦略に密接に関連づけられていることに注

目すべきであろうO

最後に,谷口教授はプロダクト･サイクル論が新理論全体を統合する原理で

あると極めて高 く評価するのであるが,果 してそうであろうかDまず第 1に種

々の新理論をプロダクト.サイクルの各段階の分析に位置づけるとい うことと,

それらをプロダクト･サイクル論 によって 1個の体系に統合するとい うことと

は全 く別の次元の問題 といわねばならない.さらにプロダク ト.サイクル論は

限 られた製品の実証分析から抽象された理論であって大分類 された産業全域に

直捷適用されるものではないとい う隈定性を確認する必要があろう｡他方,新

理論の全てが限 られた製品分析に限定 されるわけではな く, この点でもプロタ

ク ト･サイクル論による統合は不可能であると言えよう｡

(ll) ウァ-ノンの国際直接投資論oj性格

ヴ7-ノ1/はプロタク ト･サイクル論において暗黙裡に前提したアメリカの

同論文 `̀TheR & D FactorlnlnternatlOnalTradeandlnternat10nalInve-

stmentofUnitedStatesIndllStrleS"46)では研究開発要素 (以下R&D要素と略)

として把握,それがアメリカ産業の比較優位を規定するとい う視点を明らかに

A=6) Wllllam Gruber,DlleepMehta,andR,Vernon."TheR皮 DFactorlrLInternatlOn81
Tradeandhternat10nalInvestmentofUFlltedStatesIndustrleS",TheJour71alofPotil
lIlETlFJ.nnnmy,Vo175.1967,pD22-25_
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している｡それは次のような資料によるものだった｡各産業の売上高に占める

R& D 支出高の比率,雇用者数に占める R& D 従事科学者 ･技術者の比

率を R&D要素の指標 とし,売上高に占める輸出高および輸出超過高の比率

を輸出競争力の指標 とすると前者の指標が高い産業は後者の指標 も高 く,明ら

かに強い輸出競争力を持 っていた｡輸送,電機,計器,化学,機械の5つの産

業が それに該当した｡ これらの産業は, これらを含めた19の産業の R&D 支

出高の8940/.,R&D従事科学者,技術者の853%を占軌 かつ輸出総額の72

%を占めていた(いずれも1962年の数値)d7)｡ さらに蓑 3は同年のアメ1)カ製造業

の輸出者頁と海外子会社販売額の比率を示 している｡輸送,電機,化学.磯城の

4つの産業は R&D要素の投入度の高い産業であり,強い輸出競争力を持 っ

麦 3 製造業におけるアメリカの輸出およびアメリカ海外子会社の販売 (1962年)

2) 電機を臨く｡
3) 科学撒器の資料が単独で利用できないのでここに含めざるを得なかった,このため研究集約産
業とその他産業の快差をぼかす結東とな-,た｡

4) 7メ1)カ-の逆輸出は除かれている.
出所) W Cruder,D Mehta.R Vernoll,laid,p 32

47) ｡払 Zd,pp_22-25
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ているが, これらの海外子会社販売総額は輸出港額の約 1.7倍であり, ヨーロ

yパ地域だけを比較すれば4倍弱であるOすなわち R&D要素の投入度の高

い研究集約型産業は,アメリカの産業の中では高い輸出競争力を保持 しながら

同時にヨーロッパの海外子会社の販売比率が極めて高いのである｡プロダクト

･サイクル論が製品を対象としているのに対し, ここでは産業が問題の対象と

なっていることを十分に考慮することが必要であるが, この現実はプロダクT.

･サイクル論へ抵触しないだろうか ? なぜなら,プロダクト･サイクル論に従

えば,アメリカが強い競争力を持つ問は,生産施設は海外-移行しないと考え

るのが自然だからであるOヴ7･-ノンはあくまで現実主義者である0枚は次の

ようにいう｡ ｢7メリカの企業家はより低い費用での海外立地の可能性- ち

ちろん少しばか り疑わしいとしても- が揖供されるならば合理的に反応する

のだろうという仮定にもとづいた｡(しかし,)国際投資に関して用いられる意志

決定の順序は,多 くの実証研究によれば,合理的過程モデルではない｡｣4さ)そし

て ｢実証成果を正しく解釈すれば,一般に脅威の万が機会よりもむしろ信煩し

得る楕動刺激である｣49'(傍点はいずれも引用者)O脅威 とは現状 StatllSquO,ある

いは ｢市場占拠率｣に対するものであり, ｢競争の脅威｣である｡それはアメ

リ カの生産者が当初保持する技術独占にも､とづ く寡占的地位が,絶えざる巨大

企業間の競争によって掘 りくずされることによって生 じる50)u ｢寡占産業にお

いては,したがって個 々の企業は他の企業 より市場を先取する重要な先行戦術

として対外投資を考慮しがちであるoまた彼らは自らの投資によって他企業の

投資に対抗する必要があると思いがちである｣51)oそして研究集約産業は典型的

寡占産業なのであるOヴァ-ノンは脅威による対外投資を,安い費用での海外

立地の機会 よりも重視する結論にいたっ 〔いる.ここではゲァーノソがプL,メ

クト.サイクル論的見地から寡占競争論的見地へ移行したことを意味する.グ

48) R_Vernon〔1〕,p.200

49) 1bid,p 200
50) W Gruber,D Mehta,氏 Vcrnon,op cat,P 21

51) Ibid,p 31.
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ァ-ノンにとって, プロダク ト･サイクル論は寡占競争を捨象した場 合の企業

の ｢合理的｣な国際投資の基準原理であり,寡占競争 という,より具体的条件

を導入すれば,その基準原理は十分でなくなる｡ Lかし,それは非合理になる

わけではない.個々の企業にとってはあくまで合理的であるO彼 らは競争条件

の中にあるのだから｡しかし,プロダクト･サイクル論 と寡占競争論の両者は

全 く異質にみえるが決してそ うではな く,いずれ も ｢企業の行動理論｣ という

共通性をもっている｡ ヴァ-ノンの直接投資論は ｢企業の行動理論｣に徹底す

ることによって,アメリカ企業を中心 とする少数の巨大企業が世界経済および

それを構成する個々の国民経済に大きな影響力を持つ程に至 った今 日の現実に

接近することを可能にしている側面を もっている｡ しかし,逆にヴァ-ノソの

理論が 2元論的であ り, ｢企業の行動理論｣に徹 していることは,歴史的現象

としての今 日の国際投資の実態を統一的に把握することを不可能にしていると

も言えるであろう｡

さらに, ヴT-ノンの理論 には国際 internatlOnalと地域間 1nterriglOnalの

区別は実際上ない｡ ヴァ-ノソ自身述べているように国際間における立地の移

行はアメ1)カの地域間の生産立地の移行から直接的に浜揮されている6㌔ 彼の

論理構成は両名の区別があれば,また成立が困難になるO何 らかの経済外的な

理由によって移行が不可能であれば,プロダク ト.サ イクル論による ｢合理的｣

な投資が成立しないからである｡ ヴァ-ノンの理論 も, この点では国際貿易を

地域間貿易の応用 と理解 した B_オ 1)-ソ53)と同様であ り, 近代経済学の伝統

の範囲を一歩 も出ていないと言えよう｡ しかし,ヴァ-ノンが現実主義者であ

る限 り, この両者を同一視することもできない.国際間には種 々のプルショア

初二会- わたしたちは資本主義世界体制だけを問題 にしている- が存在 し,

それは国家によって総括 されている｡国際直接投資が巨大企業の集積 ･集中運

動の今 E]的表現であ り,競争 とい う外的強制によって,彼らが国境を越えれば

52) 1bid,p 196,p 204
53) BertllOhlLn,ZntematわnaZTrà由,1933.p67邦訳人柄保重 ｢貿易理論-域除および国際

貿易｣1970年,71ページ｡
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越える程,ブルジョア社会 と衝突し,国家という障害に遭遇する機会は増大す

る｡ ヴァ-ノソがプロダクトサイクル論から寡占競争論に移 った時,次に直面

した問題が巨大企業 と国家の関係の問題であった｡ この領域は本来は ｢企業の

行動理論｣からは遠 く離れた世界経済論の領域である｡ しかし, ヴァ-ノソは

この領域に足を踏み出さざるを得ないのである｡次に,私たちはヴァ-ノンの

国際直接投資 と国家主権 sovereigntyとの関係についての理論的主張を検討す

るであろう｡


